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労働安全衛生法 抜粋 
 

（目的） 

第一条 この法律は、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）と相まつて、労働災

害の防止のための危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措

置を講ずる等その防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場におけ

る労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進することを

目的とする。 

（事業者等の責務） 

第三条 事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけ

でなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全

と健康を確保するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災

害の防止に関する施策に協力するようにしなければならない。 

２ 機械、器具その他の設備を設計し、製造し、若しくは輸入する者、原材料を製造

し、若しくは輸入する者又は建設物を建設し、若しくは設計する者は、これらの物の

設計、製造、輸入又は建設に際して、これらの物が使用されることによる労働災害の

発生の防止に資するように努めなければならない。 

３ 建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、工期等について、

安全で衛生的な作業の遂行をそこなうおそれのある条件を附さないように配慮しなけ

ればならない。 
 

第四章 労働者の危険又は健康障害を防止するための措置 

（事業者の講ずべき措置等） 

第二十条 事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

一 機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険 

二 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険 

三 電気、熱その他のエネルギーによる危険 

第二十一条 事業者は、掘削、採石、荷役、伐木等の業務における作業方法から生ずる

危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのある場

所等に係る危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 
 
 
建設工事公衆災害防止対策要綱（土木工事編） 抜粋 
 
第 6 章 土 留 工 
 
（土留工を必要とする掘削） 
第 41 起業者又は施工者は、地盤を掘削する場合においては、掘削の深さ、掘削を行

っている期間、当該工事域の土質条件、地下水の状況、周辺地域の環境条件等を
総合的に勘案して、土留工の型式を決定し、安全かつ確実に工事が施工できるよ
うにしなければならない。 

   この場合、切取り面にその箇所の土質に見合った勾配を保って掘削できる場合
を除き、掘削の深さが１.５メートルを超える場合には、原則として、土留工を施
すものとする。また、掘削深さが４メートルを超える場合、周辺地域への影響が
大きいことが予想される場合等重要な仮設工事においては、親杭横矢板、鋼矢板
等を用いた確実な土留工を施さなければならない。 


